
貸借対照表
（平成２３年３月３１日現在）

（単位：千円）

借　　　　　　　　　　方 貸　　　　　　　　　　方

[資産の部] [負債の部]

１　公共資産 １　固定負債

(1) 有形固定資産 (1) 地方債 6,086,978
①生活インフラ・国土保全 13,341,912 (2) 長期未払金

②教育 7,822,562 ①物件の購入等

③福祉 334,599 ②債務保証又は損失補償

④環境衛生 130,486 ③その他

⑤産業振興 845,072 長期未払金計 0
⑥消防 163,329 (3) 退職手当引当金 851,501
⑦総務 1,898,716 (4) 損失補償等引当金

有形固定資産合計 24,536,676 固定負債合計 6,938,479
(2) 売却可能資産 533,516
公共資産合計 25,070,192 ２　流動負債

(1) 翌年度償還予定地方債 654,093
２　投資等 (2) 短期借入金（翌年度繰上充用金）

(1) 投資及び出資金 (3) 未払金

①投資及び出資金 356,220 (4) 翌年度支払予定退職手当

②投資損失引当金 (5) 賞与引当金 140,530
投資及び出資金計 356,220 流動負債合計 794,623

(2) 貸付金

(3) 基金等 負　　債　　合　　計 7,733,102
①退職手当目的基金

②その他特定目的基金 1,624,230
③土地開発基金 350,558
④その他定額運用基金 26,801 [純資産の部]

⑤退職手当組合積立金 247,366 １　公共資産等整備国県補助金等 5,617,896
基金等計 2,248,955

(4) 長期延滞債権 48,882 ２　公共資産等整備一般財源等 15,354,837
(5) 回収不能見込額 △ 10,445
投資等合計 2,643,612 ３　その他一般財源等 △ 170,267

３　流動資産 ４　資産評価差額

(1) 現金預金

①財政調整基金 362,686 純　 資　 産　 合　 計 20,802,466
②減債基金 260,991
③歳計現金 181,371
現金預金計 805,048

(2) 未収金

①地方税 19,003
②その他 2,643
③回収不能見込額 △ 4,930
未収金計 16,716

流動資産合計 821,764

資　　産　　合　　計 28,535,568 負 債 ・ 純 資 産 合 計 28,535,568

※１　他団体及び民間への支出金により形成された資産 ①生活インフラ・国土保全 653,893 千円

②教育 149,145 千円

③福祉 22,626 千円

④環境衛生 101,596 千円

⑤産業振興 141,815 千円

⑥消防 4,485 千円

⑦総務 119,775 千円

計 1,193,335 千円

　上の支出金に充当された財源 ①国県補助金等 268,110 千円

②地方債 166,540 千円

③一般財源等 758,685 千円

計 1,193,335 千円

※２　債務負担行為に関する情報 ①物件の購入等 千円

②債務保証又は損失補償 千円

（うち共同発行地方債に係るもの） 千円）

③その他 千円

※３　地方債残高（翌年度償還予定額を含む）のうち6,052,479千円については、償還時に地方交付税の算定の基礎に含まれることが見込まれているものです。

※４　普通会計の将来負担に関する情報

項目 金額

[内訳]

負債計上 注記
【（翌年度償還予定）
地方債・（長期）未払

金・引当金】

【契約債務・
偶発債務】

　普通会計の将来負担額 11,590,443 千円

　[内訳]　普通会計地方債残高 6,741,071 千円 6,741,071 千円

　　　　　債務負担行為支出予定額 千円 千円 0 千円

　　　　　公営事業地方債負担見込額 2,643,205 千円 2,643,205 千円

　　　　　一部事務組合等地方債負担見込額 1,470,954 千円 1,470,954 千円

　　　　　退職手当負担見込額 735,213 千円 735,213 千円

　　　　　第三セクター等債務負担見込額 千円 千円 0 千円

　　　　　連結実質赤字額 千円 0 千円

　　　　　一部事務組合等実質赤字負担額 千円 0 千円

　基金等将来負担軽減資産 8,678,520 千円

　[内訳]　地方債償還額等充当基金残高 2,421,575 千円

　　　　　地方債償還額等充当歳入見込額 21,950 千円

　　　　　地方債償還額等充当交付税見込額 6,234,995 千円

　(差引)普通会計が将来負担すべき実質的な負債 2,911,923 千円

※５ 有形固定資産のうち、土地は8,047,130千円です。また,有形固定資産の減価償却累計額は11,999,483千円です。



行政コスト計算書
自　平成２２年４月 １ 日

至　平成２３年３月３１日

　【経常行政コスト】 （単位：千円）

総　　額 （構成比率）
生活インフラ・

国土保全
教　育 福　祉 環 境 衛 生 産 業 振 興 消　防 総　務 議　会 支 払 利 息

回収不能
見込計上額

その他

（１）人件費 907,297 19.4% 60,096 133,233 230,751 49,465 50,656 12,950 292,306 77,049 791

（２）退職手当引当金繰入等 40,894 0.9% 2,293 6,464 9,519 2,097 2,090 540 16,631 1,260

１ （３）賞与引当金繰入額 140,530 3.0% 7,532 21,206 31,240 6,886 6,858 1,771 54,568 10,469

小　　計 1,088,721 23.2% 69,921 160,903 271,510 58,448 59,604 15,261 363,505 88,778 791

（１）物件費 754,478 16.1% 42,525 203,037 107,212 187,594 33,997 2,629 172,020 5,464

２
（２）維持補修費 46,527 1.0% 25,801 7,057 730 556 209 12,174

（３）減価償却費 612,549 13.1% 271,790 186,086 13,017 10,497 59,566 8,729 62,864

小　　計 1,413,554 30.2% 340,116 396,180 120,959 198,647 93,772 11,358 247,058 5,464 0 0

（１）社会保障給付 698,955 14.9% 20,822 652,227 25,906

（２）補助金等 718,126 15.3% 1,078 16,342 60,892 350,202 32,287 238,253 40,782 1,567 △ 23,277

３ （３）他会計等への支出額 574,336 12.3% 112,525 724 439,430 21,657

（４）他団体への
　　　公共資産整備補助金等

29,722 0.6% 530 416 7,092 5,136 16,548

小　　計 2,021,139 43.1% 114,133 38,304 1,159,641 381,244 32,287 238,253 57,330 1,567 △ 1,620

４

（１）支払利息 141,402 3.0% 141,402

（２）回収不能見込計上額 19,466 0.4% 19,466

（３）その他行政コスト 0 0.0%

小　　計 160,868 3.4% 0 0 0 0 0 0 0 0 141,402 19,466 0

経 常 行 政 コ ス ト ａ 4,684,282 524,170 595,387 1,552,110 638,339 185,663 264,872 667,893 95,809 141,402 19,466 △ 829

（　構　成　比　率　） 11.2% 12.7% 33.1% 13.6% 4.0% 5.7% 14.3% 2.0% 3.0% 0.4% 0.0%

　【経常収益】
一般財源
振替額

１ 使 用 料 ・ 手 数 料 ｂ 168,940 59,463 1,052 53,464 30,488 10 8,300 16,163

２ 分担金・負担金・寄附金 ｃ 60,440 721 52,809 3,100 2,771 1,039

経 常 収 益 合 計
（ ｂ ＋ ｃ ） ｄ

229,380 59,463 1,773 106,273 33,588 10 0 11,071 0 0 0 17,202

ｄ／ａ 4.9% 11.3% 0.3% 6.8% 5.3% 0.0% 0.0% 1.7% 0.0% 0.0% 0.0%

（差引）純経常行政コスト ａ－
ｄ

4,454,902 464,707 593,614 1,445,837 604,751 185,653 264,872 656,822 95,809 141,402 19,466 △ 829 △ 17,202



（単位：千円）

純資産合計
公共資産等整備
国県補助金等

公共資産等整備
一般財源等

その他
一般財源等

資産評価差額

期首純資産残高 20,421,492 5,624,806 14,765,139 31,547

純経常行政コスト △ 4,454,902 △ 4,454,902

一般財源

地方税 2,339,327 2,339,327

地方交付税 1,097,188 1,097,188

その他行政コスト充当財源 517,661 517,661

補助金等受入 899,717 111,782 787,935

臨時損益 0

災害復旧事業費 △ 18,017 △ 18,017

公共資産除売却損益 0

投資損失 0

…

科目振替

公共資産整備への財源投入 365,393 △ 365,393

公共資産処分による財源増 0

貸付金・出資金等への財源投入 462,368 △ 462,368

貸付金・出資金等の回収等による財源増 △ 33,445 33,445

減価償却による財源増 △ 118,692 △ 493,857 612,549

地方債償還に伴う財源振替 289,239 △ 289,239

資産評価替えによる変動額 0

無償受贈資産受入 0

その他 0 0

期末純資産残高 20,802,466 5,617,896 15,354,837 △ 170,267 0

純資産変動計算書
自　平成２２年４月 １ 日

至　平成２３年３月３１日



（単位：千円）

人件費 投資及び出資金

物件費 貸付金

社会保障給付 基金積立額

補助金等 定額運用基金への繰出支出

支払利息 他会計等への公債費充当財源繰出支出

他会計等への事務費等充当財源繰出支出 地方債償還額

その他支出 長期未払金支払支出

支 出 合 計 支 出 合 計

地方税 国県補助金等

地方交付税 貸付金回収額

国県補助金等 基金取崩額

使用料・手数料 地方債発行額

分担金・負担金・寄附金 公共資産等売却収入

諸収入 その他収入

地方債発行額 収 入 合 計

基金取崩額 投 資 ・ 財 務 的 収 支 額

その他収入

収 入 合 計 翌年度繰上充用金増減額

経 常 的 収 支 額 当年度歳計現金増減額

期首歳計現金残高

期末歳計現金残高

公共資産整備支出

公共資産整備補助金等支出 ※1 一時借入金に関する情報

他会計等への建設費充当財源繰出支出 ① 資金収支計算書には一時借入金の増減は含まれていません。

支 出 合 計 ② 平成２２年度における一時借入金の借入限度額は800,000千円です。

国県補助金等 ③ 支払利息のうち、一時借入金利子は83千円です。

地方債発行額 ※2 基礎的財政収支（プライマリーバランス）に関する情報

基金取崩額 　収入総額

その他収入 　地方債発行額 △

収 入 合 計 　財政調整基金等取崩額 △

公 共 資 産 整 備 収 支 額 　支出総額 △

　地方債償還額

　財政調整基金等積立額

　　基礎的財政収支

資金収支計算書
自　平成２２年４月　１日

至　平成２３年３月３１日

１ 経 常 的 収 支 の 部

1,183,086

754,478

484,975

64,544

4,045,566

2,338,568

698,955

718,126

141,402

70,140

461,865

63,999

336,007

1,097,188

767,186

158,054

57,669

△ 63,242

205,971

29,722

55,367

554,507

132,531

73,200

63,482

33,994

633,466

1,129,828

23,000

5,350,676

1,305,110

２ 公 共 資 産 整 備 収 支 の 部

469,418

△ 348,536

３ 投 資 ・ 財 務 的 収 支 の 部

23,000

437,748

1,620

222,259

△ 907,569

49,005

172,213

27,046

132,366

181,371

5,778,906

502,729

535,065

47,881

5,729,901

774,785

261,885
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